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は じ め に
目撃証人による犯人識別は, 刑事司法手続の様々な局面において, 重要
な役割を果たしている｡ とりわけ, 指紋 (照合) や DNA (鑑定) 等によっ
て, より科学的な証拠を提出することができない場合, 目撃証人による犯
人識別 (供述・証言) は, ｢被疑者／被告人｣ と ｢犯人｣ とを結び付ける
必要不可欠な証拠となる｡
その一方で, 暗示的な犯人識別手続による ｢誤った犯人識別｣ の危険性
や, 人の知覚や記憶の脆弱性に起因する ｢誤った犯人識別｣ の危険性が,
社会学・心理学等の研究成果として指摘されている｡ また, 誤った犯人識




本稿においては, ｢取調べの可視化 (取調べの全過程の録画・録音)｣ や
｢弁護人の取調立会権｣ が確立されているアメリカ合衆国の司法制度を参
考にして, 目撃証人による犯人識別の ｢危険性｣ と ｢重要性｣ を再確認す









ど) で犯人を ｢識別｣ した目撃者は, 公判に目撃証人として召喚され, 公
判廷内で, 被告人と犯人とを ｢同定｣ することになる (検察官による ｢こ
の法廷の中に, この事件の犯人がいますか｣ という質問に対して, 目撃証
人が ｢はい｣ と答えて, 被告人を指差す)｡ また, たとえ公判廷内で ｢同
定｣ することができなかったとしても, 当該目撃証人が, 捜査段階の犯人
識別手続で被告人が犯人であると ｢識別｣ している場合には, それを証拠
目撃証人による犯人識別について 233
とすることが許容されている｡




る｡ その１つは, 犯人識別手続において ｢暗示的｣ な手法が使用されるこ
とによるものであり, もう１つは, 人の ｢知覚｣ や ｢記憶｣ の脆弱性によ
るものである｡
目撃証人による犯人識別は, 少なくとも３つの要素から成り立っている｡
まず, 犯罪を目撃することを通して, 現実に発生した事象を ｢知覚｣ する｡
次に, 犯罪の目撃者は, 当該事象の詳細を ｢記憶｣ する｡ そして, その記
憶を ｢喚起｣ し, 捜査機関に ｢伝達｣ する｡ 目撃証人が ｢誤った犯人識別｣
を行う危険性は, これらいずれの段階でも生じうる｡ すなわち, 犯罪の目
撃者が, どれほど正確に ｢知覚｣ し, ｢記憶｣ し, ｢表現・叙述｣ すること
を試みたとしても, それらは, ｢暗示的な手続｣ や ｢人の能力の限界｣ に
よって影響を受けることになる｡
１ 暗示的な手続
誤った犯人識別は, 捜査機関が使用する犯人識別手続が ｢暗示的｣ であ
る場合に生じる｡ いくらかの ｢誤った犯人識別｣ は, ラインナップの参加
者を工作する等, 捜査機関が ｢意図的｣ に犯人を暗示することによって生
じているが
(４)
, 多くの ｢誤った犯人識別｣ は, 捜査機関の支配を超えて, 社
会学・心理学的な ｢暗示効果｣ によって生じている｡
例えば, ラインナップは ｢複数の選択肢の中から犯人を識別する｣ 手続
であるが, 多くの目撃者は, ｢どれでもない (犯人がいない)｣ という選択
肢があることを知らない (知らされていない)｡ それゆえ, 目撃者は, ｢近
似値 (すなわち, 犯人というよりも, 最も犯人に似た人物)｣ を選択して
しまう傾向がある
(５)
｡ ある研究において, 架空の犯罪を発生させた後, その
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また, 目撃者は, 社会的・心理的なプレッシャーの影響を受けるが, そ
のことによって, 当該犯人識別が ｢信頼できないもの｣ になる可能性もあ
る｡ 例えば, 犯人識別手続を担当する捜査官が, 声の抑揚に変化を付け,
顔の表情を変える場合, そのような権威者 (捜査機関) によるプレッシャー






と ｢識別｣ されると, その他の目撃者も ｢その人物を選択しなければなら




｡ 最終的に, 目撃者は, 犯人識別が終了した後, ラインナップにおける
被疑者のイメージを, 犯行時の犯人のイメージに置き換えることになる｡
写真を使用した犯人識別についても, その ｢暗示性｣ が指摘されている｡
フォトアレイは, 使用される顔写真の ｢数 (人数)｣ によって, その ｢暗
示性｣ が左右される (顔写真の数が減少するのに伴って, その暗示性が高
まる)｡ したがって, 被疑者の顔写真のみが提示されるような場合, それ






２ 人の ｢知覚｣ と ｢記憶｣






｡ それゆえ, 犯行の目撃者が, 犯人の身長,
体重, 年齢, その他の特徴を同時に ｢知覚｣ するのは困難である｡ さらに,
犯行を目撃する状況は, 短時間である, 偶然の機会である, 強いストレス
に晒されている等, 必ずしも良い ｢条件｣ が揃っていない場合が多く, そ
れらは人の ｢知覚｣ に影響を及ぼすであろう｡







に構築しようと試みる｡ そして, その ｢答え｣ は, 当該事象そのものによ
るよりも, むしろ, 過去の経験, 必要性, 期待等によって導かれることが
多い
(11)




｢知覚｣ よりも難しいのが ｢記憶｣ の問題である｡ 人の ｢記憶｣ は, 時
間の経過とともに減退する｡ さらに悪いことに, 人は ｢記憶｣ の欠損が生
じた場合, それを新しい ｢情報｣ で埋めようとする傾向がある
(13)
｡ 人は, 不
安定な状態を解消し, つじつまを合わせようとする ｢心理的欲求｣ を有し
ており, 目撃者は, 無意識のうちに, 記憶の ｢穴｣ を都合に適った情報で
埋めてしまう｡
このように, 人は, しばしば, 目の前に実在する事象を ｢知覚｣ してお
らず, 実在しない事象を ｢知覚｣ しているものである｡ また, 実際に発生







て, どのような権利を保障しているのであろうか｡ 例えば, アメリカ合衆
国憲法修正第５条は, 何人も, 刑事手続において, 自己に不利益な供述を
強制されることがない権利 (自己負罪拒否特権) を規定しているが, 被疑
者を犯人識別手続に参加させることは, このような ｢自己負罪拒否特権｣
の侵害にあたるのであろうか｡
この点について, 合衆国最高裁は, 自己負罪拒否特権は, 自己に不利益









もっとも, 合衆国最高裁は, 目撃証人による犯人識別 (供述) の ｢許容











後／公判前のラインナップは, 刑事訴追の ｢重大な段階｣ にあたることか
ら, そのようなラインナップに参加させられる被告人は, ｢弁護人の援助
を受ける権利｣ を有する旨を判示している｡ Wade判決において, 合衆国





おいて, 合衆国最高裁は, 弁護人の援助を受ける権利を告知しないで, 弁
護人の立会なしで行われる犯人識別手続は, 被告人の ｢弁護人の援助を受













｡ それゆえ, 合衆国最高裁は, 公判前に目撃者と被疑者が
｢対面｣ する場合, そこに弁護人が立ち会うことこそが, 犯人識別の ｢誤
り｣ を防止するのに最も役立つものと考えている｡ なぜなら, 弁護人が立
ち会うことによって, 犯人識別手続で起こった諸事情を直接に知ることが
できるようになり, その後の証拠排除の審問や公判において, その点を重
点的に反対尋問し, 犯人識別の ｢誤り｣ を指摘することが可能になるから
である｡



















｡ これによると, 例えば, いわゆる ｢ショーアップ
(27)
｣ による犯人識別
は, 極めて ｢暗示性｣ が強く, 誤った犯人識別を導く可能性が高いことか
ら, ラインナップやフォトアレイを使用できない ｢特別な事情｣ がない限
り, それを使用することができない
(28)
｡ そして, このような ｢適正手続｣ の
基準は, 当該犯人識別手続が ｢被疑者の身柄を使用したもの｣ かどうか,
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刑事訴追の ｢重大な段階｣ に至っているかどうか (すなわち ｢弁護人によ
る援助を受ける権利｣ の保障が及ばない場合であっても), そして, 現に
弁護人が立ち会っているかどうかに関わらず適用される｡
もっとも, たとえ犯人識別手続が過度に ｢暗示的｣ であるとしても, そ
れだけでは ｢適正手続｣ に違反するとまではいえない｡ 合衆国最高裁は,









程度, ③目撃者が述べた特徴の正確性, ④識別の確実性の程度, ⑤犯罪か
ら対面までの時間的経過などが挙げられている｡
公判廷外の犯人識別手続が, ｢適正手続｣ に違反するのであれば, それ
に基づく証拠は, 公判から排除されなければならない｡ すなわち, 訴追側




｡ もっとも, 捜査機関による犯人識別手続が, ｢適正手続｣
に違反すると判断される事例は稀であり, それゆえ, ｢公判前の犯人識別｣





が確立された司法制度の下においては, 被疑者から ｢自白｣ を獲得するこ
とが困難であることから, 目撃証人による犯人識別証言は, 科学的証拠と
ともに, 犯罪事実の証明に際して (とりわけ, 被告人と犯人とを ｢同定｣
するのに際して), 非常に重要な役割を果たしている｡
その一方で, 犯人識別証言の証拠としての ｢信用性｣ については, ①
｢暗示的｣ な犯人識別手続に起因する誤った犯人識別の危険性と, ②人の
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｢知覚｣ や ｢記憶｣ の脆弱性に起因する誤った犯人識別の危険性が指摘さ
れている｡
したがって, 誤った犯人識別 (それに基づく誤判) の ｢危険性｣ を取り
除き, 犯人識別証言の証拠としての ｢信用性｣ を高めるためには, 刑事司
法手続の各段階に応じて, 既存の犯人識別手続を ｢改善｣ するのと同時に,
誤った犯人識別の ｢危険性｣ を周知徹底することが必要となる｡
(１) 犯人識別の重要性
刑事司法手続において, ｢目撃証人による犯人識別証言｣ は, 以下の３
つの側面から重要視されている｡
第１に, 被疑者の ｢自白｣ に代わる証拠としての側面である｡ 取調べの
可視化 (取調べの全過程の録画・録音) と弁護人の取調立会権が確立され
た司法制度の下においては, 被疑者から ｢自白｣ を獲得することは不可能
に近く, 自白 (証書) や, 自白に基づいて収集した証拠を, 公判において
｢証拠｣ として使用することが難しい｡ その意味において, 指紋 (照合)
や DNA (鑑定) 等から得られる科学的な証拠を提出することができない
場合, 目撃証人による犯人識別証言が, 被告人と犯人とを ｢同定｣ する必
要不可欠な ｢証拠｣ として位置づけられることになる｡
第２に, 捜査協力型の司法取引における ｢捜査協力｣ という側面である｡
捜査協力型の司法取引とは, 被疑者／被告人が, 捜査に ｢協力｣ すること
(とりわけ, 公判廷で ｢証言｣ すること) を条件として, 検察官が, ｢訴因｣
の縮小や一部撤回, ｢求刑 (量刑)｣ の引き下げ等の譲歩を行うものである｡
このような司法取引の ｢取引材料｣ として, 極めて重要な意義を有するの
が, 諸事情 (裏情報) を知る被疑者／被告人（証人）による公判廷におけ
る証言 (犯人識別証言を含む) である｡
第３に, 刑事司法手続への ｢市民の参加｣ という側面である｡ 公判段階
では, 一般市民が陪審裁判に参加することを通して ｢民意｣ を反映してい
るが, ｢犯罪と戦う社会｣ においては, 捜査段階から, 一般市民と捜査機
関との間の ｢協力関係｣ を通した ｢民意｣ の反映が必要不可欠とされてい
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る｡ そして, そのような一般市民による捜査機関への ｢協力｣ の典型例と
して期待されているのが, 犯罪を目撃した市民による ｢通報｣ と ｢証言｣
である｡
このように, 目撃証人による犯人識別は, 刑事訴追や犯罪事実の認定に
おいて, 極めて重要な役割を担っている｡ したがって, その重要性に鑑み
るならば, それを否定的に論じるばかりではなく, 誤った犯人識別の ｢危
険性｣ を可能な限り取り除いた上で, 犯人識別 (供述・証言) を積極的に
活用しうる環境を整えていくことが必要になってくる｡
(２) 犯人識別手続の改善

















誤った犯人識別の ｢危険性｣ を取り除き, 犯人識別証言の ｢信用性｣ を
高めるためには, どのような犯人識別手続が要請されるのであろうか｡ 以
下, ｢捜査段階｣ と ｢公判段階｣ とに区別して検討する｡
１ 捜査段階
捜査段階において, 誤った犯人識別の ｢危険性｣ を取り除く方法として
挙げられるのは, 社会学・心理学等の研究成果を取り入れた ｢定型的な犯
人識別手続｣ を確立し, 履践することである｡
近年, ｢目撃証人 (証言)｣ に関する社会学・心理学等の研究成果の蓄積
については目覚しいものがあり, それによって, 捜査機関が使用する既存
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の犯人識別手続と, 研究によって実証された ｢公正な手続｣ との間の ｢較















｡ また, 後に ｢争い｣ になることを
防止するという観点から, ④犯人識別手続の録画・録音を提案する｡
① 識別の開始前
捜査機関は, 犯人識別 (ラインナップ／フォトアレイ等) の開始前に,
次の点を確認しなければならない｡
(Ａ) 捜査官は, 犯人識別を行うのに先立って, 当該犯人識別の法的妥当
性について, 検察官と協議しなければならない｡




(Ｃ) 犯人識別の準備 (例えば, 目撃者や他の参加者を集めること) は,
被疑者の逮捕前に完了させることが望ましい｡
(Ｄ) 被疑者が ｢弁護人の援助を受ける権利｣ を有する場合, それを告知
しなければならない｡ また, 被疑者が ｢弁護人の援助を受ける権利｣ を放
棄する場合, 当該権利放棄の事実と, 知悉的・任意的にラインナップに参
加する事実を慎重に記録しておかなければならない (例えば, ｢権利放棄







被疑者と相談することが認められ, 手続の全てを観察し, 記録を取り, 手
続の全てを録画・録音することが認められる｡
(Ｆ) 弁護人が手続の公正を高める提案をしてきた場合, それが合理的・










(Ｈ) 少なくとも, ラインナップに参加する全ての面子の名前, ラインナッ
プを担当する捜査官の名前, 被疑者の弁護人の名前については, 記録し,
保存しておかなければならない｡




(Ｊ) ラインナップに先立って, 捜査官は, 目撃者から犯人の特徴を聞き

















少なくとも, 同じ人種で, 服装が似ていて, 身長・体重が近く, 目に付く




(Ｄ) ラインナップの面子や, フォトアレイで提示される写真は, 目撃者
に対して, 一度 (一斉) にではなく, 順次に提示されることが望ましい｡





(Ｇ) 目撃者が犯人を識別した場合は, その他の情報によって記憶が ｢汚
染｣ される前に, 当該識別の確実性を確認しておかなければならない｡






関与者 (被疑者の弁護人を除く) は, 誰が被疑者であるのかを知らないこ
とが望ましい｡
(Ｃ) 犯人識別に際して, 目撃者は, 犯人識別に際する注意事項等が記載
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された ｢犯人識別に関する書式｣ の内容を理解し, それに署名しなければ
ならない｡ そして, 目撃者が署名した ｢犯人識別に関する書式｣ のコピー
は, 被疑者の弁護人に提供されなければならない｡ また, ｢犯人識別に関





て, 捜査機関の教官が使用する ｢マニュアル｣ を刊行している
(44)
｡ そして,
いくらかの地方警察は, そのような ｢マニュアル｣ の趣旨に沿った犯人識
別を行っている｡
このように, 犯人識別の実施については, 数多くの機関や識者から, 様々
な提言がされているが, 捜査段階での ｢誤った犯人識別｣ を回避するため
の ｢改善｣ として最も重要性を有するのは, 次の２点に集約されよう
(45)
｡ す




州のレベルにおいては, そのような視点から, 犯人識別手続を ｢改善｣




手続の参加者は, 順番に１人ずつ, 一方からしか見えない鏡を通して, 目




















(Ａ) 捜査機関は, 犯人識別終了後に必要がある場合, 目撃者に追加の面
談を行い, 識別の正確性や確信等について質問する (裏付けを取る) こと
ができるが, そのような面談に際して, 捜査機関が犯人だと睨む ｢正しい｣
人物が識別されたかどうかについて, 何らかの ｢反応 (回答)｣ を与えて
はいけない (確信の可鍛性を取り除くのと同時に, 事後情報による影響を
回避しなければならない)｡
(Ｂ) 犯人識別を担当した捜査官は, その全容について記録し, 公式な報
告書を作成し, 半永久的に保管 (保存) しておかなければならない｡ 報告










また, 録画・録音が不可能な場合であっても, 少なくとも, 犯人識別
(ラインナップ／フォトアレイ等) の様子を写真撮影はしておくべきであ
る｡ なぜなら, 後に当該犯人識別に基づく証拠の ｢許容性 (証拠能力)｣
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が問題となった場合に, そのような写真の存在が, 手続の内容を客観化










が, 暗示的な手続による ｢誤った犯人識別｣ を減少させることに作用する
としても, 人の ｢知覚｣ や ｢記憶｣ には限界がある以上, その ｢信用性｣
には疑問が残される｡ そこで, 誤った犯人識別に基づく ｢誤判｣ の可能性





極めて高い ｢信頼｣ を寄せているという点が指摘されている｡ 社会学者の
調査によると, 陪審員は, 目撃証人の ｢存在｣ そのものを過大評価してお
り, 目撃証言の ｢正確性 (あるいは, 犯人識別の正確性に影響を及ぼす要
因)｣ については, それほど関心を有していない｡ そこで, 犯人識別証言
の信用性については, 裁判官が, 陪審に対して ｢説示｣ を行う必要性が指
摘されている｡
法律の素人である陪審員は, 事実認定に関する知識を有しないことから,
公判においては, その要所・要所で, 適正手続の観点から, 裁判官による
陪審への説示が行われている｡ 陪審への説示は, 直接的に犯人識別証言の
｢信用性｣ に影響を及ぼすものではないが, 陪審に対して, 犯人識別に関
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する証拠を, より注意深く評価するように ｢警告｣ する機能を果たすであ
ろう｡







(Ａ) 証人が, 犯人を観察する能力を有し, 観察する適切な機会を有して
いたことについて, 陪審員が確信を得たのかどうか｡ 例えば, 目撃証人が
犯行時に犯人を観察する適切な機会を有していたのかどうかは, 観察する




は, 犯人識別の信頼性に影響を及ぼす要素として, 犯人識別の確実性, 犯
人識別が行われた状況, 被告人と証人とが対面した状況, 目撃と犯人識別
までの時間的経過等を考慮に入れなければならない｡
(Ｃ) 陪審員は, 目撃証人が被告人と犯人とを ｢同定｣ できなかった場合
や, 捜査段階での犯人識別と公判における犯人識別とが一致しなかった場
合については, そのことを十分に考慮しなければならない｡
(Ｄ) 陪審員は, 犯人識別をした目撃証人についても, その他の証人の場
合と同様に, 信頼に足る人物であるのかどうかを判断しなければならない｡
例えば, 当該証人が, 正直 (誠実) な人なのか, 証言する内容について必
要とされる観察能力を有するのか等が検討されなければならない｡
(Ｅ) 検察官の挙証責任は, 起訴された犯罪の全ての要素に及んでいる｡
このことは, 被告人と犯人の ｢同一性｣ についても, 検察官が ｢合理的な
疑問が残らない程度｣ まで立証する責任を負うということに他ならない｡
目撃証言を吟味した結果, 犯人識別の正確性に関して合理的な疑問が残る








奨する ｢陪審への説示｣ を利用している｡ この点, ある州裁判所は, 被告
人の有罪を立証するのに際して, 異人種間の犯人識別証言が重要な証拠と









告人は, 目撃証言が ｢不正確｣ であること等について, 専門家 (心理学者
















｡ しかし, 控訴裁判所レベルにおいては, 一般的な目撃証
人による証言の ｢信頼性｣ や, 具体的な事例において使用された犯人識別











, 近年, 公判裁判所においては, ｢専門
家証言｣ の利用を積極的に容認する傾向がみられる｡
お わ り に
被告人と犯人とを ｢同定｣ するためには, 指紋照合や DNA鑑定等に基
づく ｢科学的証拠｣ の存在が最も重要となる｡ しかし, 全ての事件におい
て, 指紋や DNAを発見・採取し, 被告人と犯人とを結び付ける ｢科学的
証拠｣ として利用できるとは限らない｡ そのような場合に, 被告人と犯人
の ｢同一性｣ を証明する最大の手掛りとなるのが, ｢目撃証人による犯人
識別証言｣ である｡
我が国のおいては, 刑事事件の大部分が ｢自白事件｣ であるだけでなく,
目撃者による犯人識別に際して, 誤りの危険性が極めて高い ｢単独面通し｣
や ｢単独写真面割｣ が行われている｡ そのような事情の下, 目撃証人によ
る犯人識別証言については, 自白を補強する証拠の問題として, その ｢重
要性｣ ではなく, むしろ ｢危険性｣ の観点から論じられる傾向が強い
(57)
｡ もっ
とも, 裁判員による裁判が導入された現在, ｢自白の任意性｣ をめぐる不
毛な争いを回避するために, ｢取調べの可視化 (取調べの全過程の録画・
録音)｣ と ｢弁護人の取調立会権｣ が制度化され, 自白に頼らない証拠収
集が必要不可欠になることが予想される｡ したがって, ｢目撃証人による
犯人識別証言｣ の問題についても, 被疑者の ｢自白｣ が獲得できないこと
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証言についても, 何らかの方法で, より信用性の高い (争いのない) 性質
に変えていく必然性が認められる｡ したがって, これからの犯人識別手続
においては, 社会学・心理学等の研究成果を取り入れた ｢手続基準 (定型
的手続)｣ を確立・履践することや, その全過程を録画・録音することを
通して, より明白かつ客観的な ｢供述・証言｣ を確保する方向性が追求さ
れなければならないであろう｡ また, 裁判員による裁判においては, 目撃
証言の ｢信用性 (証明力)｣ を評価するのに先立って, その注意事項を
｢説明｣ することが必要になるであろう｡
本稿においては, ｢取調べの可視化 (取調べの全過程の録画・録音)｣ と
｢弁護人の取調立会権｣ が確立された司法制度を前提として, 目撃証人に
よる犯人識別証言が有する ｢危険性｣ と ｢重要性｣ を再確認した｡ そして,
その ｢危険性｣ を取り除いた上で, それを積極的に活用することの ｢重要
性｣ を指摘した｡ もっとも, 我が国の現状においては, 未だ ｢完全な取調
べの可視化｣ と ｢弁護人の取調立会権｣ が実現されておらず, 取調べをめ
ぐる ｢人権侵害｣ が問題になっているのが ｢現実｣ である (2013年１月現
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